
住所　　　　豊橋市佐藤1丁目５－３
事業所名　　ヘルパーステーションめいさ
連絡先　　　０５３２－３９－７８１０　
　　　
　　　　　　　　　　　　令和７年４月１日改定
介護予防訪問介護・訪問介護サービス契約書
　　　　　　　　　様　(以下「利用者」という)と株式会社ライフサポート（以下「事業者」という）は事業者が利用者に対して行う介護予防訪問介護及び訪問介護サービス（以下「訪問介護サービス」という）について、次のとおり契約（以下「本契約」という）を締結します。
第1条（本契約の目的）
事業者は、利用者に対し、介護保険法及びそのほかの関係する法令並びにこの契約書に従い、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む事ができるよう訪問介護サービスを提供し、利用者は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払います。
２　事業者は、訪問介護サービス提供にあたり、利用者の要支援または要介護状態区分及び利用者の被保険者証に記載された認定審査会意見に従います。
第2 条（契約期間）
本契約の契約期間は、契約の日から利用者の要支援認定または、要介護認定事業対象者（以下「要介護認定等」という）の有効期間満了までとします。
２　契約期間満了日の１週間前までに、利用者から事業者に対して、契約終了の申し出がない場合、事業者が利用者に対し、契約更新の意思を確認し双方合意の基に本契約は自動更新されるものとします。この自動更新による契約期間は、次回の利用者の要介護認定等の有効期間の満了日までとします。
第3 条（訪問介護計画書の作成及び変更）
事業者は、利用者の日常生活全般の状況及びその意向を踏まえて、「介護予防サービス計画書」または「居宅サービス計画書」（以下、「ケアプラン」という）に沿って「訪問介護計画書」を作成します。
２　事業者は、利用者がサービスの内容や提供方法の変更を希望する場合で、その変更が「ケアプラン」の範囲内で実施することが可能な場合には、速やかに「訪問介護計画書」の変更などの対応を行います。

第4条（訪問介護の内容）
利用者が提供を受ける訪問介護の内容は「訪問介護計画書」に定めたとおりです。 事業者はこの計画書に定めた内容について、利用者及びその家族に説明し、同意を得ます。
２　事業者は、訪問介護員を利用者の居宅に派遣し、「訪問介護計画書」に沿ってサービスを提供します。
３　第２項の訪問介護員は、介護福祉士（看護師）、実務者研修終了者または訪問介護養成研修（初任者研修・旧１～２級過程）を終了した者です。
４ 「訪問介護計画書」が利用者との合意を持って変更され、事業所が提供するサービスの内容または、介護保険適用の範囲が変更となる場合は、利用者の了承を得て新たな内容の「訪問介護計画書」を作成し、それを持って訪問介護の内容とします。
第5 条（サービスの提供の記録）
事業者は、毎回のサービス終了時に利用者から書面によりサービス提供の確認を受けることとします。
２　事業者は、提供したサービス内容などの必要事項を記録し、第２条に定める期間満了後５年間保存します。
３　利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第２項のサービス実施記録を閲覧できます。
４　利用者は、当該利用者に関する第２項に定める記録を実費負担により、その写しの交付を受けることができます。
第6 条（料金）
利用者は、サービスの対価として、重要事項説明書に定める利用単位ごとの料金により計算された月ごとの合計料金を支払います。但し、契約有効期間中、介護保険法などの関係法令の改定により利用者負担金の改定が必要になった場合には、改定後の金額を適用するものとします。この場合には、事業者は法令改正後速やかに利用者に対し改定の施行時期および改定後の金額を通知し、本契約の継続について確認するものとします。
２　事業所が提供するサービスが、介護保険の適用を受ける場合には、利用者は事業者に対して、介護保険負担割合に応じた金額を負担金としてお支払いいただくこととなります。但し、介護保険法令に基づいて、利用者が保険給付を償還払い（一旦全額を支払い、その後市町村から介護保険自己負担額を除いた額の払い戻しを受ける方法）を選択する場合は、事業所に対して料金の全額を負担金としてお支払いいただきます。

３　利用者が正当な理由なく、事業者に支払うべき利用者負担金を2ヶ月分以上滞納したときは、事業者は1ヶ月以上の期間をおいたうえで支払いの催告を行い、この期間満了までに利用者負担金が支払われない場合は、文書により契約を解除することができます。

４　事業者は、第３項に定める催告をした後、契約を解除するまでの間に、ケアプランを作成した居宅介護支援事業者と協議し、利用者の日常生活を維持する見地から、ケアプランの変更、介護保険外の公的サービスの利用などについて必要な調整を行うよう要請するものとします。

５　利用者は、居宅においてサービス従業者がサービスを実施の為に使用する水道、電気、ガス、電話の費用を負担します。
第7 条（サービスの中止）
利用者は、事業者に対して、サービス提供の前日午後5 時までに通知することにより、料金を負担することなくサービス利用を中止する事ができます。
２　利用者は、事業者に対して、サービス提供の前日午後5 時までに通知することなく、サービス利用を申し出た場合、事業者は、利用者に対して、重要事項説明書に定める料金を請求することができます。 この場合の料金は、第6 条に定める他の料金の支払いとあわせて請求致します。
第8 条（料金の変更）
事業者は、利用者に対して、1ヵ月前までに文章で通知することにより利用単位ごとの料金の変更（増額又は減額）を申し入れることができます。
２　利用者が料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく料金表を作成し、お互いに取り交わします。
３　利用者は、料金の変更を了承しない場合、事業者に対し、文章で通知することにより、この契約を解除することができます。
第9 条 （利用者の解約権）
利用者は、事業者に対して、３日間以上の予告期間を設けることにより、本契約を解除することができます。 ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情がある場合は、予告期間が３日間以内でもこの契約を解除する事ができます。
２　利用者は、事業者が次の事由に該当した場合は、直ちにこの契約を解除することができます。
①　事業所が正当な理由もなく、サービスを提供しない場合
②　事業所が守秘義務に反した場合
③　事業所が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合
④　事業所が破産した場合
第10 条 （事業者の解除権）
事業者は、次の場合に限り、その理由を記載した文書を交付することにより、契約を解除することができます。
①　利用者の著しい不信行為があるなどの理由により、契約を継続することが困難になった場合
②　第6条第3項に該当する場合
③　利用者が事業者の通常の事業の実施地域外に転居し、事業者においてサービスの提供の継続が困難であるとみこまれる場合
④　その他サービス提供する上でやむをえない事情が発生した場合
第11 条（契約の終了）

次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。
利用者から第2条第2項に定める契約を終了させようとする意思表示があり、契約期間が満了した場合

２　利用者から9条に定める意思表示がなされ、予告期間を満了した場合　

３　事業者から第10条に定める意思表示がなされた場合
４　次のいずれかに該当し、介護サービスを提供することができなくなったとき

①　利用者が介護保険施設に入居した場合。 但し、１年以内に利用者が介護保険施設を退所し、再び居宅において日常生活を営む状況になった場合は、利用者と事業者の双方の合意により契約の継続が出来るものとします。
②　利用者が地域密着型サービス（夜間対応型訪問介護を除く）、特定施設入居者生活介護を受けることとなった場合。
③　利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）となった場合。 ただし、１年以内に利用者が再び要介護認定等となった場合は、利用者と事業者の双方の合意により本契約の継続が出来るものとします。
④　利用者が死亡若しくは被保険者資格を失った場合。
第12 条（秘密保持）
事業者は、サービスを提供するうえで知りえた利用者及びその家族に関する秘密及び個人情報については、正当な理由がない限り、契約中および契約終了後においても第三者には漏らすことはありません。
２　事業者は、文書により利用者またはその家族の同意を得た場合には、居宅介護支援事業者との連絡調整その他必要な範囲で、同意した者の個人情報を用いることができるものとします。

第13 条（賠償責任）
事業者はサービスの実施にあたり、利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合、その損害を賠償します。ただし、その損害について事業者の故意又は過失によらない場合は、この限りではありません。

２　前項の義務履行を確保するため事業者は賠償責任保険に加入します。
第14 条（緊急時の対応）
事業者は、現に訪問介護の提供を行っているときに利用者の病状が急変した場合、若しくはそのほか必要な場合は、迅速に主治の医師に連絡を取る等必要な措置を講じます。
第15 条（身分証明書の携帯義務）
サービス従事者は、常に身分証明書を携帯し、初回訪問時及び利用者やまたは利用者の家族から提示を求められた場合には、いつでも身分証明書を提示します。
第16 条（連携）
事業者は、訪問介護の提供にあたり、介護予防支援担当者、介護支援専門員（以下、『ケアマネージャー等』という）および保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。
２　事業者は、ケアマネージャー等より依頼があった時に、この契約書の写しをケアマネージャー等に送付します。 このときには、利用者もしくは当該家族の同意を得ます。
第17 条（苦情相談）
利用者は、提供されたサービスに関して苦情がある場合は、事業者、介護支援専門員、包括支援センター、市町村又は国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。

２　事業者は、提供されたサービスについて利用者からの苦情を受ける窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに、利用者からの苦情があった場合は、迅速かつ誠実に対応します。

３　事業者は、利用者が苦情申し出などを行ったことを理由として、何らの不利益な取り扱いもいたしません。
第18 条　（保証人）

利用者は、保証人を選任してこの契約を締結させることができ、また、契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができます。

２　保証人は、利用者の事業者に対する本契約に基づく全ての債務について、利用者と連携して保証することとします。

第19 条（本契約に定めのない事項）
利用者および事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。
２　この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、双方が誠意をもって協議のうえ定めます。
第20 条（裁判管轄）
この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は、利用者の所在地を管轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることをあらかじめ合意します。
重要事項説明書
１．事業者概要

	法人名
	株式会社ライフサポート

	法人所在地
	〒440-0832
愛知県豊橋市佐藤１丁目５－３

	電話番号
	0532-39-7810

	代表者氏名
	代表取締役　本多康夫

	設立年月日
	平成21年1月26日


２．事業所の概要

	事業所名
	ヘルパーステーションめいさ

	指定番号
	第2372004511号

	所在地
	愛知県豊橋市佐藤１丁目５－３

	電話番号
	0532-39-7810

	開設年月日
	平成29年7月1日


３．当社運営方針
（１）事業の目的

事業者は介護保険法等の関係法令にしたがい、利用者が可能な限り居宅において、自立した日常生活を営む事ができるよう必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行なうことにより利用者の心身機能の維持回復を図るため、訪問介護サービスその他の便宜を提供することを事業の目的とします。

（２）事業の運営方針

事業者は、ご利用者の意思、人格を尊重し、関係市町村、地域の保険、医療、福祉サービスとの連携を図り、常にご利用者様の立場に立った総合的なサービスの提供に努めます。

４．事業実施地域及び営業時間

	事業実施地域
	豊川市・豊橋市・新城市

	営業日
	日曜日から土曜日　

	営業時間
	午前8時30分～午後5時30分


営業時間外においても、要望、状況に応じて随時相談の上対応します。

５．事業者の職員体制

	職種
	常勤
	非常勤
	職務の内容

	管理者
	1
	
	業務の一元的な管理

	サービス提供責任者
	1
	1
	サービス提供の管理

	訪問介護員等
	
	15
	訪問介護の提供

	
	介護福祉士
	
	4
	

	
	介護職員実務者研修
	
	4
	

	
	介護職員初任者研修修了者
	
	1
	

	
	看護師
	
	2
	

	
	訪問介護養成研修２級過程修了者
	
	3
	


６．サービスの内容

（１）訪問介護は、事業者の訪問介護員が利用者の居宅に訪問し、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、生活等に関する相談等のサービスを提供します。

（２）具体的なサービスの実施内容、実施日及び実施回数は、居宅介護サービス計画を踏まえ作成した訪問介護計画に定められます。
【サービス概要】
	◇身体介護
	入浴・排泄・食事等の介護を行います。

	◇生活介護
	調理・洗濯・掃除・買い物等日常生活上の世話を行います。


【サービス内容】
	◇身体介護
	入浴介助
	入浴の介助又は、清拭等を行います。

	
	排泄介助
	排泄の介助、オムツ交換を行います。

	
	食事介助
	食事の介助を行います。

	
	体位交換
	体位の交換を行います。

	◇生活援助
	調理
	食事の用意を行います。

	
	洗濯
	衣類等の洗濯を行います。

	
	掃除
	居室の掃除を行います。

	
	買い物
	生活に必要な物品の買い物を行います。


※上記以外にその他必要な身体介護及び生活援助については、事前にご相談下さい。

７．利用料金

それぞれのサービスについて、平常の時間帯（午前8時から午後6時）での料金は次の通りです。
（１）基本料金

【訪問介護サービス利用料（要介護１～５）】　　　　　（1単位＝10.21）7級地
	区分
	単位
	利用料

	◇身体介護

	20分未満
	163単位
	1664円

	20分以上30分未満
	244単位
	2491円

	30分以上60分未満
	387単位
	3951円

	60分以上90分未満
	567単位
	5880円

	30分追加毎
	82単位
	837円

	◇生活援助

	20分以上45分未満
	179単位
	1827円

	45分以上60分未満
	220単位
	2246円


・身体介護に引き続き生活援助を行った場合20分以上より（25分増すごと70分まで）
　生活援助加算　65単位／663円
【介護予防訪問サービス利用料（要支援１、２）】
	区分
	単位数
	利用料

	週１回程度の利用
	1176単位
	12006円

	週２回程度の利用
	2349単位
	23983円

	週３回程度の利用（要支援２）
	3727単位
	38052円


（２）加算料金等
（ア）時間外加算

平常の時間帯以外の時間帯でサービスを行う場合には、次の割合で利用料金に割増料金が加算されます。
	夜間加算（午後6時から午後10時まで）
	所定単位数×25％

	早朝加算（午前6時から8時まで）
	所定単位数×25％

	深夜加算（午後10時から午前6時まで）
	所定単位数×50％


（イ）初回加算
初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行訪問した場合に以下加算があります。
	項目
	単位数
	利用料

	初回加算
	200単位
	2042円


（ウ）緊急時訪問加算
利用者やその家族等からの要請を受けて、ケアマネジャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又は訪問介護員等が居宅サービス計画にない身体介護を行った場合に以下加算があります。
	項目
	１割負担の方
	２割負担の方

	緊急時訪問介護加算
	100単位／103円
	200単位／205円


（エ）特定事業所加算
	項目
	単位数
	利用者負担額

	特定事業所加算(Ⅱ)
	算定した合計額の10％
	左記金額の１又は２割又は３割


（オ①）介護職員処遇改善加算

	項目
	単位数
	利用者負担額

	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
	算定した合計額の24.5％
	左記金額の１又は２割又は３割


（３）その他費用
（ア）交通費

通常の事業実施地域を超えた地点から訪問介護に要した交通費は、次の額を徴収します。
②事業所の実施地域を越える地点から、片道１キロメートル未満　　１００円
③事業所の実施地域を越える地点から、片道１キロメートル以上　　１キロ増すごとに１００円
（イ）キャンセル料

利用者がサービスの利用を中止する際には、速やかに所定の連絡先までご連絡ください。利用者の都合でサービスを中止する場合には、サービスご利用前日までにご連絡ください。尚、当日のキャンセルは次のキャンセル料を申し受けることになりますのでご了承ください。(但し、利用者の容態の急変等、やむを得ない場合はこの限りではありません)　

	時期
	キャンセル料

	利用日の当日
	利用料金の10～20％（介護保険負担割合に準ずる）


【訪問介護サービス料金等に関する注意事項 】

1 やむを得ない事情で、かつ、利用者又はその家族の同意を得て、２人で訪問した場合は、２人分の料金となります。 
2 ご契約者がまだ要介護、要支援認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。  

3 法改正等による介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更します。 

④　介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金の全額がご契約者の負担となります。
８．サービス利用料及びご契約者負担

（１）負担金その他の費用はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額により利用者宛に利用明細を添付し、利用月の翌月１５日前後にご請求いたします。
（２）負担金その他費用のお支払い方法は、ご利用月の翌月末日までに原則事業者の指定する金融機関口座へ振込若しくは現金にてお支払いいただきます。金融機関振込の場合、振込み手数料は負担していただきます。
９．緊急時の対応

事業者は、利用者に対するサービスの提供をおこなっているときに利用者に病状の急変が生じた場合やその他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等の措置を講じます。
１０．事故発生時の対応

（１）事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には速やかに利用者の家族、居宅介護支援事業者、市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

（２）事業者は、事故が発生した場合はその原因を解明し、再発を防ぐ為の対策を講じます。
（３）事業者は、利用者に対するサービス提供より発生した事故等により利用者の生命、身体、財産等に被害が生じた場合は、速やかにその損害を賠償します。ただし、事業者の故意又は過失によらない場合は、この限りではありません。

　

１１．虐待防止のための取り組みについて

　　　事業者は、利用者等の人権の擁護、虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じています。また、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを指定権者に通報します。
（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果については訪問介護員等に周知します。

（２）虐待の防止のための指針を整備しています。

（３）訪問介護員等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施しています。

（４）成年後見人制度の利用を支援しています。
（５）苦情等解決体制を整備しています。

（６）前５号に掲げる措置を適切に実施するための責任者を定めています。
１２．身体拘束について

　　　事業者は、利用者に対し原則、身体拘束等の利用者の行動を制限する行為を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。

また身体拘束等の適正化を図るため、次の措置を講ずるものとします。
（1） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果については訪問介護員等に周知します。
（2） 身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。
（3） 訪問介護員等に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施しています。
（4） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための責任者を定めています。
１３．ハラスメント防止に関する事項
　　事業者は、介護の現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメントの防止に向け取り組みます。事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超えるような下記の行為は組織として許容しません。
（1） 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ばされそうになった）行為〈身体的暴力〉。
（2） 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為〈精神的暴力〉
（3） 意に沿わない性的な言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為〈セクシュアルハラスメント〉。
上記の対象は、当該法人職員、取引先事業所の方、ご利用者及びその家族等となります。
万が一、ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議などにより、同事案が発生しないための再発防止策を検討します。
職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。また定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に努めます。
ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡・相談、環境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。
１４．業務継続計画の策定について
事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する障害福祉サービスの提供を継続的に実施するための、及び非日常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。
（1） 事業所は、従業者に対し業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。
（2） 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。
１５．身分証携行義務

　　訪問介護員等は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又は利用者の家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。
１６．損害賠償保険への加入

本事業者は、賠償責任保険に加入しています。

１７．サービスの利用に当たっての留意事項 
（１）利用中に心身の状態に異変を生じた場合には直ちに訪問介護員に伝えてください。 

（２）サービスをおこなう上において、必要と指定する用具備品等（水道、ガス、電気含む）無償で使用させていただきます。また準備をお願いします。 

（３）医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当日および利用中の健康状態を訪問介護員にお伝えいただき、心身の状況に応じたサービス提供を受けるように留意してください。 

（４）利用者の方から特定の訪問介護員を指名することはできませんが、訪問介護員についてお気づきの点やご要望がありましたら、ご遠慮なくご相談ください 
（５）訪問介護員はサービスの提供にあたり、次に該当する行為は行いません。 

①　医療行為

②　利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり

③　利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受

④　利用者の同居家族に対するサービス提供

⑤　利用者の日常生活の範囲を超えたサービス提供（大掃除、庭掃除など）

⑥　利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食

⑦　身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者の生命や身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除く）

⑧　その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他

迷惑行為

１８．守秘義務に関する対策

従業員は、業務上知り得た利用者又は、その家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らすことはありません。

１９．苦情相談窓口
サービスに関する相談や苦情については、次の窓口にて対応いたします。

（１）事業所お客様相談窓口　　

	事業所名
	ヘルパーステーションめいさ

	電話番号
	0532-39-7810

	担当者
	本多　康夫


（２）その他苦情・相談

（ア）市区町村介護保険相談窓口
	東三河広域連合介護保険課相談窓口
	０５３２―２６－８４７１

	豊橋市役所福祉部　長寿介護課
	０５３２－５１－２３５９

	豊川市役所福祉部　介護高齢課
	０５３３－８９－２１７３

	新城市役所福祉部　介護福祉課
	０５３６－２３－７６８８


（イ）愛知県国民健康保険団体連合会（国保連）
	担当課名
	愛知県国民健康保険団体連合会

	所在地
	名古屋市東区泉一丁目６番５号　

	電話番号
	０５２－９７１－４１６５


以上の契約を証するため、本書の２通を作成し、利用者、事業者双方が署名捺印のうえ、１通ずつ保有するものとします。
【説明確認欄】

　　令和　　年　　月　　日

契約の締結にあたり、上記の契約書及び重要事項を交付し、説明いたしました。

事業者

事業者名　　　　株式会社ライフサポート
所在地　　　　　豊橋市佐藤１丁目5番地3
代表者　　　　　代表取締役　本多康夫　                     印
事 業 所 地　　豊橋市佐藤１丁目5番地3
　　　　　　　事 業 所 名　　ヘルパーステーションめいさ

　　　　　　　電 話 番 号　　0532-39-7810
　　　　    　説明者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

契約の締結にあたり、契約書及び重要事項の交付、説明を受け、同意しました。
　ご利用者
住　所　　                                     　　　
　　　　

　　 氏　名　　　　　　　    　　　　 　　 　　　印     
　

代理人(代理人を指名した場合)

　　　　　　  住　所　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印      
続柄　　　　  　　  
利用契約書


訪問介護サービス


重要事項説明書
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